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行政が碓認し，付与する資格のことである。そし
て，国家資格を導入する理由として，￣般的に(1)
行政機織が新しい法律・政策を浸透させる間接的
手段にするため，（２）「公益」の立場から私企業
の活動に一定の制限をし「公益」の代表者を認定
するため，（３）行政機構の能率化を促進する機能
を果たすため，といったものが挙げられている')。
ここでは，社会福祉士資格がこうした一般的な国
家資格の導入理由に該当するかについて，（１）～
(3)の視点からそれぞれ確認していく。
まず，（１）に関しては，1987年に社会福祉士及
び介護福祉士法が成立した背景について振り返る。
社会福祉士及び介護福祉士法制定の背景には，①
高齢化に112う福祉ニーズの増大への対)芯，②多様
化．高度化した福祉ニーズへの専門的対応と在宅
介護体flillの整備を図る必要性，③シルバーサービ
スの健全育成，④日本における福祉専門職化の遅
れが国際的に指摘されたこと，などがあったとさ
れている2)。その後，1989年に消費税の導入に合
わせて高齢者保健福祉推進10ヵ年戦111各（ゴールド
はじめに
社会福祉士及び介護福祉士法が施行されてまも
なく20年になる。この間公的介護保険flill度（以
下，「介誰保険」と表記）の導入に代表される社
会福祉基m礎構造改革によって，社会福祉に関する
制度や法律が大きく変わったことなどから，社会
福祉士資格制度に関する見直しの必要性が指摘さ
れている。本稿では，こうした社会福祉士資格Hill
度の見直し議論を取り上げ，その論点を1ilf認し，
今後社会福祉士資格に求められる方向性・課題に
ついて検討を行っていく。
第１章社会福祉士資格の現状
第１節社会福祉士「国家資格」の導入理由
1987年に制度化された社会福祉士は，「国家資
格」の１つである。国家資格とは，法律に基づい
て国が実施する試|験等によって，個人の専門的な
知識や技能が一定の段階以上に達していることを
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プラン）が策定され，福祉サービスの拡大に向け
て福祉従事者（ゴールドプランにおいては特にホ
ームヘルパー）を増やす方針が打ち出された。し
たがって，（１）のように行政機構が新しい法律・
政策を浸透させるための間接的手段にするため，
といった国家資格の導入理由は，社会福祉士資格
に関しても当てはまるといえる。すなわち，来る
べき高齢社会に向けて，シルバーサービスも含め
た福祉サービスの拡大を見込み，福祉従事者を確
保するために新たに社会福祉士資格を作ったとい
えるだろう。
次に，（２）についてはどうだろうか。社会福祉
士資格の導入の際は，私企業であるシルバーサー
ビスの健全育成を目的の1つとしており，福祉の
分野で私企業の活動を拡大する方針を打ち出して
いた。よって社会福祉士資格の導入は，（２）のよ
うに公益の代表者を認定するために資格を用いる，
という方向性とは正反対の意図をもって作られた
ことを意味する。すなわち，利益を追求する私企
業を規制するためではなく，むしろその導入を促
進するために作られた国家資格というのが，社会
福祉士資格である。
最後に，（３）のように，行政機構の能率化を促
進する機能を果たす国家資格として，税理士など
の官庁手続き代行業があるが，社会福祉士に関し
ては，これらの資格のように独立して行政機構の
外で働き行政機構の能率化を促進する機能を果
たすといった役割はこれまでほとんどなかったと
いえる。しかし，社会福祉士資格が作られたのは
措置制度の時代であり，民間の福祉施設等におい
て社会福祉士資格を取得して働いていた職員は，
行政機構の仕事を代替して行っていたともいえる。
また，今日では開業する社会福祉士も誕生してお
り，今後は開業したり私企業で働いたりしながら
行政機構の能率化を促進する機能を果たす社会福
祉士が増加する可能性もでてきている。
以上のように，社会福祉士は，福祉従事者を確
保するため，福祉分野に私企業の活動を導入・促
進するため，などといった理由で導入されたとい
えよう。こうした政策的意図を持って作られた社
会福祉士資格ではあったが，長い間自らの仕事の
専門性が認められてこなかった多くの福祉従事者
は，資格ができることによって身分が安定し，賃
金を中心とした労働条件が改善されるのではない
かと新たな資格に対壜する期待を高めた。また，社
会福祉士及び介護福祉士法の制定に関わった人ら
も，福祉に関する国家資格制度の導入によって，
福祉従事者の身分が安定し賃金も改善されていく
という予測をしていた3)。しかし，社会福祉士資
格を取得しても，実際には身分が安定したり労働
条件が良くなったりすることはほとんどなかった。
また2000年には，高齢者福祉分野という限定はあ
るものの，社会福祉士と－部業務が重なる新たな
資格（介護支援専門員。以下，「ケアマネジャー」
と表記）が誕生し，社会福祉士よりも長い現場経
験や知識が求められるという意味で実質的な上級
資格となっていることから，社会福祉士資格の位
置づけも社会福祉士及び介護福祉士法が施行され
た当時と比べて変わってきている。
第２節社会福祉士の業務の特徴
次に，社会福祉士の業務の特徴について論じる。
この20年間に福祉サービスの拡大が進められる中
で，社会福祉施設従事者の数も社会福祉士及び介
護福祉士法が成立した1987年に569,363人だった
のが，2003年には1,544,298人と約2.7倍も増加し
ている⑭。そして，福祉従事者の増加に伴って社
会福祉士資格試験を受験する人も年々増えてお
り，2006年２月末現在の社会福祉士の登録者数
は，71,265名となっている5)。
このように，社会福祉士の資格を取得する人が
増える理由として，大学において福祉系学科の新
設が相次ぎ，将来福祉の現場で働くために資格の
取得を希望する学生が増えていることが挙げられ
る。また，バブル経済崩壊後1990年代後半の不況
期から社会的に資格がもてはやされるようになっ
たこともあり，将来福祉の現場で働く，働かない
にかかわらず，資格を取得しようとする傾向が高
まっていることも挙げられるであろう。
ただし現在のところ，社会福祉士の資格を取得
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しても，社会福祉士の職務とされる「相談援助」
業務6)を中心とした求人は限定的である。現在，
社会福祉士の資格がその職につくための条件とさ
れているのは，児童相談所における所長及び児童
福祉司，身体障害者更生相談所のケースワーカー，
心理判定員，職能判定員，社会福祉協議会におけ
る福祉活動指導員，企画指導員などであり，極め
て限られた職場でしか社会福祉士資格取得者が求
められない状況である7)｡そして民間の福祉施設・
機関においても，一部に社会福祉士も含めた資格
取得者を求めるところもあるが，大半は資格の有
無は問わない。また，介護保険の導入によって，
福祉資格保持者の中でもその業務内容が明確な介
護福祉士，ホームヘルパー，ケアマネジャーの求
人は多いが，「相談援助」業務を中心とする社会
福祉士に限定した求人は極めて少ないのである8)。
なお今日，福祉の「相談援助」業務を中心に行
って活躍をしているのは，医療ソーシャルワーカ
ーや精神科ソーシャルワーカーである,)。彼らは，
病院において医療費相談，転院先探しや退院後の
施設探し，地域における社会資源の紹介など，ま
さに「相談援助」業務中心の仕事を行っている。
しかし，入所・適所型の福祉施設においてはこ
れらのように「相談援助」業務を専門に行う職員
というのは，ほとんどいない。多くの職員は生活
指導員等の名称で利用者への援助（介助やレクリ
エーションの補助等）を行いながら，入所相談や
生活相談，社会資源の紹介といった「相談援助」
業務もこなしている。
このように，現状では社会福祉士の資格を取得
しても，「相談援助」業務だけを行っている福祉
従事者というのは，限定的であるといえる。そし
て，社会福祉士の資格が福祉の現場においてあま
り求められない理由として，名称独占資格であり
必置規ililIがなされていないことや，社会福祉士の
業務内容が明確でないということが指摘されてき
た。それらに加えて，福祉施設の場合には，社会
福祉士を相談員として独立の業務を行わせるため
の人件費が確保できないといった事情もあるだろ
う。
以上のように，社会福祉士の資格取得者は年々
増加しているものの，彼らの働く場の確保は十分
になされていないのが現状である。
第２章社会福祉士試験制度に関する見直
し議論
1987年に社会福祉士及び介護福祉士法が成立し
て以降，社会福祉に関する制度や法律は大きく変
化してきた｡たとえば1990年の福祉八法改正(1993
年４月実施)，2000年の介護保険の導入と社会福
祉法の成立などである。こうした変化の中，社会
福祉士の受|験資格を得るために大学で行われてい
る社会福祉教育のカリキュラムは，時代の変化に
即していないという声が出されるようになり，社
会福祉士試験制度とそれに関連して社会福祉教育
の見直しに関する議論が行われるようになってき
た。なお，こうした議論においては，社会福祉士
試験制度そのものに対する問題点（たとえば資格
が職務上の能力とつりあっていない点）と，社会
福祉士試|験制度が福祉制度の変化に追いついてい
ない点（たとえば出題科目・問題が今日の状況に
即していない点）といった２つの側面から問題が
指摘されている。ここでは，前者の問題を主とし
て取り上げた議論として「社会福祉士国家試験制
度に関する提言案（修正第２案)」を，後者の問
題を主として取り上げた議論として「今後の社会
福祉士養成教育のあり方について（提案)」を取
り上げ，現在までにどのような議論が行われてき
たか確認を行う。
第１節社会福祉士国家試験制度に関する提言案
2005年９月に社会福祉士国家試験IIill度問題検討
委員会'0）（以下，「検討-委員会」と表記）が主催
となって，特別シンポジウムが開催され，「社会
福祉士国家試験制度に関する提言案（修正第２
案)」（以下，「合同委員会提言案」と表記）が配
布され議論が行われた。このシンポジウムの開催
趣旨において，検討委員会委員長の古川孝順は，
社会福祉士の試験IIill度で出題される試験科目や試
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験問題が今日に即していないこと，合格率に対.す
る疑問，社会福祉士資格が必ずしも就職に結びつ
かないこと，資格が職務上の能力とつりあってい
ないこと等’これまで出されてきた社会福祉士資
格・試験に対する様々な疑問，批判について触れ
ている。その上で，問題のすべてを一挙に解決す
る名案はないとし，試験制度に関わる関係者がそ
れぞれの立場を尊重しあいながら現行の試験ＩＩｉＩ度
について慎重に検討を加え，よりよい方向に改善
する方策を追求することが求められるとしてい
る'1)。
こうした問題点を踏まえ，合同委員会提言案は，
｢見直しの背景と必要性及び方向性｣，「社会福祉
士に求められているソーシャルワーカー像｣，「見
直し意見の範囲｣，「試験のあり方｣，「制度のあり
方」という５つの項目に分けて提言を行っている。
ここでは，検討委員会が社会福祉士資格の目指す
べき方向性を強く打ち出している「社会福祉士に
求められているソーシャルワーカー像」と「制度
のあり方」の２つの項目について内容を確認して
いく。
まず「社会福祉士に求められているソーシャル
ワーカー像」では，今日においては，多種多様な
状況で展開できるジェネラリスト・ソーシャルワ
ークこそが求められるソーシャルワークの基本的
なモデルであるとしている。そして，国家資格と
しての社会福祉士のあるべき姿は第一義的に専門
性の基盤を充実させたジェネラリスト・ソーシャ
ルワーカーであり，その基盤の上にそれぞれの分
野の専門性や専門特化したスキルが積み上げられ
ることが望ましい，としている'２１。このように，
合同委員会提言案においては，ジェネラリスト・
ソーシャルワークの汎用性に注目し，社会福祉士
をl幅広い専門性を備えているジェネラリスト・ソ
ーシャルワーカーとして養成する必要性について
触れている。
次に，「flill度のあり方」では，社会福祉士凶家
試験制度の創設により，社会福祉の教育の標準化
が行われた一方で，その標準化が教育の画一化を
もたらしたことを問題点として挙げている。その
ため，社会福祉士国家試|験制度の創設とその運用
が，社会福祉教育に与えた影響やメリット，デメ
リットの両面から評価・検討を行うことにより社
会福祉士国家試験制度の今後のありようを展望す
る必要性について指摘している。その上で，最低
基準の実習時間（180時間）や実習指導者の養成
のあり方，就職先の確保の必要性などについて触
れたあと，新たに社会福祉士資格の更新制と，社
会福祉士を取得した後の「上級ソーシャルワーカ
ー」の資格の新設について提起した'３１。
このように，合同委員会提言案においては，社
会福祉士のあるべき姿をジェネラリスト・ソーシ
ャルワーカーとし，社会福祉士をジェネラリス
ト・ソーシャルワーカーとして養成していく方向
性を打ち出した。その上で，将来的には経|験を横
んだ社会福祉士がステップアップできるように上
級資格を作ることにも触れ，これまで「専門職資
格」として位置づけられてきた社会福祉士資格の
位置づけを見直す方向性を示した。
第２節今後の社会福祉士養成教育のあり方につ
いて
合|司委員会提言案が区1家試験制度のあり方など
資格Hill度を広く議論したのに対し，2006年６月の
日本社会福祉士養成校協会（以下，「養成校協会」
と表記）の通常総会において配布された「今後の
社会福祉士養成教育のあり方について(提案)｣(以
下，「養成校協会提案」と表記）では，社会福祉
士養成教育のカリキュラム再編に的を絞って議論
を行っている19。そして，社会福祉士養成教育の
カリキュラム・シラバスの見直しとして３つの案
を提示している。これらの案は，いずれも現場実
習を従来の180時間から360時間にするという実習
の大lllEiな時間増に関しては一致しているが，それ
以外のカリキュラムに関しては違いが見られる。
ここでは，これらの３つの案について，その概要
を確認していく。
まず，第１モデル案（以下，「１案」と表記）で
は，新たに「社会福祉の専門職と社会福祉サービ
ス」，「介護保険制度」「社会福祉の行財政と経営」
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時間→60時間)，介護概論を介護保険論へ変更，
社会保障論が60時間・法学が30時間の必修科目に
するといった特徴がある。また，社会福祉原論は
従来の半分の30時間へ削減し，社会福祉専門職論
を新たに30時間設けることとなった。このよう
に，３案は科目名称や時間数の配分に若干の変更
が見られたものの，現行の制度を大きく変えたも
のとはなっていない。現行(lill度のもとでは,社会
福祉士資格は精神保健福祉士資格との共通の試験
科'三|を持っており，大幅な科目変更をすぐに実施
することは困難であると予想されることから，３
案はカリキュラムの見直しを実施する場合に現実
的な選択肢となる可能性が高い案だと考えられる。
以上確認してきたように，これら３つの案は，
それぞれに新たな試みが見られる。しかし，３つ
の案に共通する問題として，次のような点がある。
第１に，すべての案において，養成の時間数が
1530時間となっている点である。これは，現行の
1050時間に比べて約1.5倍の時間増である。現状
でも，四年ilill大学の福祉系学科においては，学生
は福祉系の必修科Ｈの単位を取得するのに追われ
ており，幅広い視野を養うために学生のうちに学
んでおきたい一般教養科目を選択する時間数が限
られている。そのため，今以上に社会福祉士養成
のための時間数が拡大すれば，ますます一般教養
科1-1を選択することが難しくなる。そうなると，
大学において行われる社会福祉士養成教育は，実
質的に専門学校等で行う専門職を目指すための教
育とあまり変わらなくなる。
大学における教育そのものも，「大衆化の時代」
と言われて久しく，かつてのように一部の人々に
開かれたものではなくなり，大学の役割も大きく
変わってきている。そのため，大学における社会
福祉教育においても，教養としての福祉教育では
なく，専門職をＨ指すための教育を打ちIu)してい
くことは，１つの方向性として考えられる。しか
し，大学は社会福祉に関することだけを学ぶので
はなく，様々な一般教養科目を履修し広い視野を
身につける絶好の機会でもある。そして，そうし
た一般教養科目を学ぶことは‘人NIIや社会に対･す
｢雇用対策と就労支援｣，「ケアマネジメント」，｜福
祉サービスのクオリティ．コントロール｣，「ソー
シャルワーク基礎演習」といった科目が設けられ
ている。とりわけ，「雇用対策と就労支援」のよ
うに，現代の生活問題に対･応した科目の新設は重
要であろう。こうした新しい科目も含めて，’案
は３つの案の中でもっとも多い28科目に細分化さ
れているのが特徴である。
次に，第２モデル案（以下，「２案」と表記｣）
について確認する。２案の特徴は，児童，高齢者，
障害者といった分野別の対.象論を，現行の60時間
から30時間に減らし，新たに「社会福祉法制論｣，
｢社会福祉供給システム論｣，「社会福祉財政論｣，
｢福祉サービス論」といった，システム部門を設
けて，それぞれ60時間を確保するといった具合に，
ilill度論の強化が図られている。たとえば，現行の
｢法学」が，必ずしも社会福祉と関連した内容と
なっていなかったことなどを考えると，「社会福
祉法flill論」を設置し，社会保障法，社会福祉法，
後見制度などについて学ぶことは，意義が大きい。
また，社会福祉教育において，本来は一番学ぶべ
き必要のある財政学が抜け落ちているのは問題で
あり，「社会福祉財政論」を新たに設けることも
重要である。ただし，「社会福祉財政論」では，
福祉財政の構造や財源調達方式のほかに，「自己
負担」について学ぶことも想定されている。近年，
社会保障・社会福祉分野において，「応能負担｣か
ら「応益（定率）負担」へとサービスへの支払い
形態が変わり，費用を負担できない低所得者層を
中心に，福祉サービスを受けられないという問題
が深刻化している。だが，憲法25条の生存権を引
き合いに出すまでもなく，生活困難におかれた'五ｌ
民は，自己負担なしに生活保護や福祉サービスを
受ける権利がある。よって，「社会福祉財政論」を
設置する際には，はじめに「自己負担」ありきの
議論とならないようにするなどの工夫が求められ
るであろう。
最後の第３モデル案（以下，「３案」と表記）は，
現行の指定科l-lを調整し，演習・実習を強化した
ものとなっている。公的扶助論の時間数増加（3０
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る理解を深め，様々な生活困難を抱えた福祉サー
ビスの利用者に対･する理解を深めるためにも有意
なものとなる。よって，社会福祉士養成のための
時間数の拡大については，こうした点にも配慮す
る必要があるだろう。
第２は，実習時間を180時間から360時間へと大
幅に拡大することに伴う問題である。現行の180
時間という実習時間に関しても，福祉系学科・大
学などの増加に伴い，実習先を確保するのが難し
くなっており，大学においても実習指導を行える
教員をいかに確保するかといった問題がある。養
成校協会提案でも，実習時間を大'1肩に増やせば実
習施設・機関の確保が難しくなると指摘している
が，受け入れ体制を整えないまま実習時間を大Ｉ偏
に増やすことは，現場の混乱を招くことになる。
また，養成校協会提案では，実習時間数の拡大に
よりどのような教育効果があげられるのかといっ
た検証も不十分である。よって，こうした実習時
間の大幅な増加が必要であるのか，必要であると
するならばどう段階的に進めていくのか，といっ
た点にも踏み込んで議論をする必要があるだろう。
以上のように，本稿ではこれまで２つの社会福
祉士試験制度見直し議論の内容を確認してきた。
合同委員会提言案においては，社会福祉士試験制
度そのもののあり方について，社会福祉士はジェ
ネリック・ソーシャルワーカーであるべきという
方向性を打ち出していた。そして，養成校協会提
案では，時代の変化に対応した社会福祉士養成教
育を行うために，新しい具体的なカリキュラム案
を挙げ，養成時間・実習時間を拡大する必要性を
論じていた。今後，社会福祉士試験flill度や養成教
育の見直しについては，これらの案をたたき台と
して，議論が進められることが予想される'5)。
た。ここでは，今までの議論を再確認した上で，
社会福祉士資格の方向性について論じていく。
まず，合同委員会提言案では，これまで出され
てきた社会福祉士資格・試験に対･する様々な疑
問・批判について触れ，社会福祉士試験制度見直
しの必要性を訴えた。2000年の介護保険の導入に
代表されるように，社会保障・社会福祉に関する
制度がこの20年弱で大きく変わったことを踏まえ
ても，社会福祉士試験制度の見直しは必要であり，
合同委員会提言案はその突破口を開く形となった。
また，その後発表された養成校協会提案は，合同
委員会提言案からさらに－歩踏み込み，カリキュ
ラム・シラバスの見直しについて触れていた。そ
の内容は，前述したように実習時間が一挙に２倍
になるという社会福祉士養成・試験制度を抜本的
に見直す内容となっていた。こうした養成時間や
カリキュラム改定案については検討の余地が残っ
ており，今後社会福祉の現場の声などを反映させ
ながら活発な議論を行っていくことが求められる
であろう。
このように，社会福祉士試験制度の見直し範囲
についてはさらなる議論が必要であるが，制度見
直しに向けて－歩踏み出したことは，大きな意義
があったと考えられる。しかしながら，これらの
見直し議論においては，不十分な点も指摘するこ
とができる。
まず，これらの見直し議論は，社会福祉の制度
的な観点から見た議論であり，社会福祉士資格取
得者の実態から見た議論がなされていない点であ
る。たとえば，合同委員会提言案においては，社
会福祉士資格取得者の就職先が少ないことから，
自治体に社会福祉士の任用を積極的に行うように
働きかけるなどして，社会福祉士取得者の就職に１
を拡大する必要があるとしている16)。しかし合
同委員会提言案と養成校協会提案のいずれにおい
ても，社会福祉士を取得した人たちの中で，どの
くらいの人が福祉の仕事を希望し，実際に福祉の
仕事に就いているか，また福祉の仕事の中でも，
どのような業務（相談業務，介護等）を中心に行
っているかといった実態は明らかになっていない。
第３章社会福祉士資格の方向性
第１節社会福祉士資格取得者の実態を踏まえた
上での見直し議論の必要性
本稿では，これまで合同委員会提言案と養成校
協会提案を取り上げ，その内容の検討を行ってき
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かつて看護の分野で，看護婦（師）の資格を取
得しながらも看護の仕事をしていない「潜在看護
婦（師)」の存在が問題とされたことがあったが，
｢潜在看護婦（師)」が仕事をしない理由として，
たとえば子育てや介護といった家庭における事情
以外に，労働条件の悪さゆえに復職ができないと
いった実態が指摘された。よって社会福祉士につ
いても，資格を取得しながらも福祉の仕羽を行っ
ていない「潜在社会福祉士」とでもいうべき人々
が，どのような理由で福祉の仕事を選んでいない
かというのは注目すべきポイントであろう。「潜
在社会福祉士」の場合には，「潜在看護婦（師)」
と異なり，まずは就職先がないというハードルが
ある。その上で，運良く就職先を見つけても，労
働条件が十分に保障されているのは言い難い状況
である。よって，「潜在社会福祉士」がどのくら
いいるのか，そして「潜在社会福祉士」が一定数
以上いることが確認された場合にはそれがどのよ
うな要因で発生しているのかを検証することは，
社会福祉士資格のあり方・養成のあり方を考えて
いく上で欠かせないだろう。
以上のことから，社会福祉士試験制度の見直し
議論をする際には，改めて社会福祉士資格取得者
に対.する実態調査等を行い，その上で，社会福祉
士の実態から見て今の社会福祉士試験制度におけ
る問題点を考えていく視点も必要だと思われる。
踏まえ，ここでは社会福祉士資格の位置づけにつ
いて，（１）社会福祉士資格とケアマネジャー資格
との関係性と，（２）上級資格の設置という２つの
角度から検討を行うこととする。
まず，第１の点であるが，社会福祉士及び介護
福祉士法が制定された当初，社会福祉士は「専門
賊資格｣として位置づけられていた。しかし，２０００
年に介護保険が導入され，高齢者福祉分野という
限定はあるものの，福祉の「相談援助」業務を行
う実質的な上級資格であるケアマネジャー資格が
新たにできた。厚生労働省監修の『介護支援専門
員標準テキスト』によると，ケアマネジャーの業
務は，「要援護者やその家族がもつ複数のニーズ
と社会資源を結びつけること」とされている。こ
れは，社会福祉士ができた当初に業務内容として
掲げられた｢相談援助｣，「ケアプランの作成」「コ
ーディネーター」としての役割と重なるものであ
る。だが，介護保険法では，居宅介護支援事業所
や介護保険施設等にケアマネジャーの配置が義務
付けられているため，福祉の求人においては社会
福祉士よりもケアマネジャーを求めるところが多
い。加えて，福祉や医療の現場で経験をつんだケ
アマネジャーの方が即戦力として期待できるとい
う実態がある。
今回取り上げた合同委員会提言案と養成校協会
提案では，試験科ＩＺ１が－部重なる精IqlI保健福祉士
には少し触れているが，社会福祉士と同様に「相
談援助」業務を仕事の一環として担っているケア
マネジャーとの資格の関連性については，ほとん
ど議論がなされてない。だが，福祉系四年制大学
卒業時点で取得可能な社会福祉士資格と比べ
て，５年以上の経験が求められるケアマネジャー
は社会福祉士よりも需要の高い資格となっている。
そして，それにもかかわらず，社会福祉士は国家
資格でケアマネジャーは認定資格となっている。
こうした実態を踏まえると，社会福祉士資格とケ
アマネジャー資格の関係性についても，現状のま
まの位置づけでよいのかということを議論してい
く必要があるだろう。
第２に，上級資格の設置についての議論である。
第２節社会福祉士資格の位置づけの見直し
次に，社会福祉士資格の位置づけの見直しにつ
いて論じる。日本における社会福祉士資格は，四
年制大学卒業レベルとなっている。これはアメリ
カのソーシャルワーカーが大学院修士課程修了レ
ベルとしているのに比べて，短期間で資格を取得
できることを意味する。このため，社会`福祉士及
び介護福祉士法制定時より，専門性を身に付ける
には学習時間や実習時間が足りないという批判が
あった。また，現行の社会福祉士資格が実態とし
て基礎資格となっていることから，資格制度の見
直し議論においては，今後上級資格を設けるとい
った案や意見も出されている'7)。こうした意見を
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前述したように，社会福祉士が実質的に基礎資格
となっていることから，将来的には社会福祉士を
四年制大学卒業時に取得が可能な福祉の基礎資格
として位置づけ，その上で経験を積んだ社会福祉
士がステップアップできるような上級資格を設け
ていくといった意見が出されている。確かに社会
福祉士には，複雑化している生活問題やめまぐる
しく変わる制度に対応するために，日々の研鍛が
欠かせない。そういう意味では，将来的に経験を
積んだ社会福祉士を対象としたよりレベルの高い
専門職資格を新たに設けるという方法も考えられ
る。なお，その際には，必ずしも国家資格という
形態にこだわるのではなく，たとえば看護師の｢認
定看護師｣，「専門看護師」のような職能団体の認
定する資格なども参考にしながら，議論を綿密に
重ねていく必要がある。ただしこうした上級資格
制度を設けたとしても，それが実質の伴わない資
格であれば，結果として高いスキルを持った社会
福祉士の養成には繋がらず，資格取得のための受
験競争を激化させ，教育産業を儲けさせるだけで
ある。よって上級資格について議論する際には，
こうした資格の持つ問題点を踏まえた上で，福祉
従事者と福祉サービスの利用者，広くは国民にと
って，どのような資格であれば利用者の人権を守
るような社会福祉士が育てられるかという視点を
外すことはできないだろう。
‐せない点だと考えられる。
福祉従事者の賃金や勤務時間といった労働条件
については，特に介護職を中心に様々な調査が行
われてきたものの，社会福祉士のみを対･象にした
調査は，これまで大規模に行われてこなかった。
よって，データの精密さに限界はあるが，社会福
祉士資格を持つ人も含めた福祉従事者がどのよう
な労働条件で働いているかについて，確認する。
たとえば，東京都社会福祉協議会は，2002年４
月から2004年３月までの間に東京都福祉人材セン
ターを活用して正規職員として就職した人々に対・
し，就業状況の調査を行った'8)。調査の有効回答
数350人のうち男性が約33％，女性が約66％であ
り，年齢別では25-30歳未満がもっとも多い約
30％で，３５歳未満が約73％を占めるなど，若年層
の女性が中心となっている。そして，回答者のう
ち約80％の人が紹介された仕事を継続しており，
職種に関しては，相談員・指導員といった「ソー
シャルワーカー系」に分類される人の割合が約
32％，介護職員・ホームヘルパーといった「ケア
ワーカー系」に分類される人の割合が約40％とな
っている。就職時に所有していた資格に社会福祉
士を挙げた人は17.7％だったので，社会福祉士資
格取得者以外の人も相談員・指導員といったソー
シャルワーカー系の仕事をしていると考えられる
だろう'9)。また，仕事を継続している人の年間収
入（基本給，諸手当，賞与を含む）は，250万円
から350万円以下がほぼ半数を占め，400万円以下
は約89％となっている。この報告書では，正規職
員でありながら，年収150万未満が0.4％，150～
200万円未満が6.5％いることに対し，「いささか
低すぎる賃金水準といわざるをえない」としてい
る。確かに，調査対･象者の平均年齢が若いにせよ，
年収150万円程度では生活保護水準以下の生活を
強いられるし，物価の高い東京都で行われた調査
であることを力Ⅱ味すると，この水準の低さはより
深刻な問題となる。実際，紹介された仕事を辞め
た約20％の人のうち，その理｢'1として30％の人が
｢労働条件・待遇に不満」を挙げていた。このよ
うな労働条件においては，せっかく仕亘１１について
第３節専門性と労働条件の向上
これまで論じてきたように，社会福祉士資格が
作られてから20年弱になることから，その試験制
度の見直しが提起されてきた。そして本稿では，
そうした見直しの際には，社会福祉の制度のIHll面
からの議論に加えて，社会福祉士取得者の実態を
調査し，どのような問題があるかをlﾘﾋﾟlらかにした
上で議論をする必要性についても指燗してきた。
最後に，これらに加えて，社会福祉士試験制度の
見直しの際に考慮する必要のある点として，福祉
従事者の労働条件の改善を挙げておく。なお，こ
れは社会福祉士資格に直接関わることではないが，
社会福祉士の専門性を追究していくために欠か
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れば上級資格を作るといった内容に焦点が置かれ
がちである。だが，資格を取ることは重要である
が，資格を取った後にどのように専門性を高めて
いくかということの方がより重要である。よって，
研修機会の確保，公務員並の給料保障といったよ
うに，資格を取得した福祉従事者が専門性を追究
しながら働き続けるための環境を整えることこそ
まず着手すべき課題である。その上で，中長期的
課題として，上級資格について検討していく余地
があるのではないか。
も長期間に渡って働き続けることは難しいであろ
う。加えて，近年,社会的に非正規雇｢11の拡大が
政策として打ち出され，福祉の分野でも非正規雇
用のIMi員が増えている。正規職員でも前述したよ
うな待遇であるのだから，非正規職員であればよ
り安い賃金で働かされ，経営状況が悪化すれば真
っ先に解雇の対･象とされるなど，より厳しい環境
で働かざるを得なくなる。
しかし，昔から繰り返し指摘されてきたように，
福祉従事者の労働条件の悪さは，利用者への援助
のあり方へも悪影響を与えるため，よりよい援助
を行うために福祉従事者の労働条件の改善は欠か
せない20)。よって，正規職員，非正規職員を問わ
ず，まずはこうした福祉従事者の労働条件の全体
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追究していく過程で，こうした労働者としての権
利も求めていく必要があるだろう。専門性の向上
と労働条件の向上は連動して行われるものであり，
どちらも欠けてはならないものだからである。
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